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【職 員】 
＜自宅待機＞ 

 保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。 
 職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏まえ、保健所の指示に従う。 

 
(３) 職員の確保 
＜施設内での勤務調整、法人内での人員確保＞（様式５） 

 感染者や濃厚接触者となること等により職員の不足が見込まれる。 
 勤務が可能な職員と休職が必要な職員の把握を行い、勤務調整を行う。また、基準等について、不測の事態の場

合は指定権者へ相談した上で調整を行う。 
 勤務可能な職員への説明を行ったうえで、緊急やむを得ない対応として平時の業務以外の業務補助等への業務

変更を行うなど、入所者の安全確保に努めるシフト管理を行う。（期間を限定した対応とする） 
 施設内の職員数にまだ余裕があれば、業務シフトを変更して対応し、同一法人内からの支援も検討する。 
 勤務時の移動について、感染拡大に考慮し近隣の事業所からの人員の確保を行う。 
 特に看護職員等については、通常時より法人内において連携を図り緊急時の対応が可能な状況の確保に努め

る。 
 委託業者が対応困難となった場合も踏まえ、職員調整を行う。 
 応援職員に「してほしい業務」「説明すべきこと」を決めておく。 

＜自治体・関係団体への依頼＞（様式２） 
 自施設、法人内の調整でも職員の不足が見込まれる場合、自治体や関係団体へ連絡し、応援職員を依頼す

る。 
 感染者発生時の施設運営やマネジメントについ

ては、協力医療機関の助言等も踏まえつつ、保
健所の指示を受け管理者が中心となって対応す
べきものである。 

 感染症対策に係る専門的知識も踏まえた運営
やマネジメントを行う必要があるが、施設単独で
行うには困難を伴うこともあり、その場合は早めに
都道府県等に専門家の派遣を依頼する。 

＜滞在先の確保＞ 
 職員の負担軽減のため、必要に応じて近隣に宿泊施設を確保する。 

 
（参考：職員確保について） 
BCP において職員体制の確保は特に重要です。以下のようなケースも想定し、日頃からシミュレーションを実施することも
有用です。 
（ケース１）職員 A さんは、症状が出た日に勤務しており、同僚３人（B さん、C さん、D さん）とともに休憩室で昼食
をとっていました。また、休憩時間に別の同僚（E さん）とマスクなしで会話したことから、合計４人が濃厚接触者として
14 日間の自宅待機になりました。職員体制をどのように確保しますか？ 
（ケース２）翌日、職員 B さん、C さん、D さんが新型コロナウイルス陽性とわかりました。このため、B さん、C さん、D さ
んの濃厚接触者である職員５名（E さん、F さん、G さん、H さん、I さん）も自宅待機となりました。職員体制をどのよ
うに確保しますか？ 

【ポイント】 
 業務が回らなくなってからではなく、職員の不足が見

込まれる場合は、早めに対応を考えることが重要。 
 症状がある場合に、職員が無理して出勤することが

ないように、職場環境を整えることも必要。 
 夜勤帯は特に人員が不足しやすく、防護具の着用に

特段注意を払う。 
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(４) 防護具、消毒液等の確保 
＜在庫量・必要量の確認＞（様式６） 

 個人防護具、消毒剤等の在庫量・保管場所を確認する。 
 入所者の状況および濃厚接触者の人数から今後の個人防護具や消毒等の必要量の見通しをたて、物品の確保

を図る。 
 個人防護具の不足は、職員の不安へもつながるため、充分な量を確保する。 

＜調達先・調達方法の確認＞（様式２） 
 通常の調達先から確保できない場合に備え、複数の業者と連携しておく。 
 自法人内で情報交換し、調達先・調達方法を検討する。 
 不足が見込まれる場合は自治体、事業者団体に相談する。 
 感染拡大により在庫量が減るスピードが速くなることや、依頼してから届くまで時間がかかる場合があることを考慮し

て、適時・適切に調達を依頼する。 
 
(５) 情報共有（様式２） 

 時系列にまとめ、感染者の情報、感染者の症状、その時点で判明している濃厚接触者の人数や状況を報告共有
する。 

 管轄内保健所や行政からの指示指導についても、関係者に共有する。 
＜施設内・法人内での情報共有＞ 

 職員の不安解消のためにも、定期的にミーティングを開く等により、施設内・法人内で情報共有を行う。 
 施設内での感染拡大を考慮し、社内イントラネット等の通信技術を活用し各自最新の情報を共有できるように努

める。 
 感染者が確認された施設の所属法人は、当該施設へ必要な指示指導の連携を図るよう努める。 

＜入所者・家族との情報共有＞  
 感染拡大防止のための施設の対応、入所者や家族に協力をお願いすること（隔離対応、面会制限等）について

説明する。 
 家族に入所者の様子をこまめに伝えるよう心がける。 
 必要に応じて文書にて情報共有を行うことが望ましい。 

＜自治体（指定権者・保健所）との情報共有＞  
 職員の不足、物資の不足、施設の今後の対応方針含め、早めの情報共有を行う。 

＜関係業者等との情報共有＞ 
 委託業者に感染者発生状況、感染対策状況等を説明し、対応可能な範囲を確認する。職員負担軽減のために

も、指定権者や保健所とも相談し、可能な限りの対応を依頼する。同業者が対応困難な場合を想定し、あらかじ
め他の専門業者を把握しておくことが望ましい。 

 感染者や濃厚接触者となった職員の兼務先を
把握している場合は、個人情報に留意しつつ必
要に応じて情報共有を行う。 

 必要に応じて、個人情報に留意しつつ、居宅介
護支援事業所等と相談し、地域で当該入所
者が利用等している医療機関や他サービス事
業者への情報共有に努める。 

 

【ポイント】 
 感染者が発生した場合に、どこにどのような情報共有

を行うか、日頃から整理しておくことが重要。 
 感染者が発生した場合、人員や物資をどのように確

保するか、濃厚接触者やその他の入所者へどのように
ケアを行うかなど、施設の対応方針について、事前に
入所者、家族と共有しておくことが望ましい。 
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(６) 業務内容の調整 
＜提供サービスの検討（継続、変更、縮小、中止）＞（様式７） 

 業務を重要度に応じて分類し、感染者・濃厚接触者の人数、出勤可能な職員数の動向等を踏まえ、提供可能
なサービス、ケアの優先順位を検討し、業務の絞り込みや業務手順の変更を行う。 

（※新型コロナウイルス感染症対応に関して、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準などについては、柔軟な取
扱いが可能とされている。） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000045312/matome.html#0200 
 下表も参考に、優先業務を明確化し、職員の出勤状況を踏まえ事業の継続を行う。 
 サービスの範囲や内容について、保健所の指示があればそれに従う。 

 
（参考：優先業務の考え方の例） 

職員数 出勤率 30％ 出勤率 50％ 出勤率 70％ 出勤率 90％ 
優先業務の基準 生命を守るため必要

最低限 
食事、排泄中心、そ
の他は減少・休止 

ほぼ通常、一部減
少・休止 

ほぼ通常 

食事の回数 減少 減少 朝・昼・夕 ほぼ通常 
食事介助 必要な方に介助 必要な方に介助 必要な方に介助 ほぼ通常 
排泄介助 必要な方に介助 必要な方に介助 必要な方に介助 ほぼ通常 
入浴介助 清拭 一部清拭 一部清拭 ほぼ通常 
機能訓練等 休止 必要最低限 必要最低限 ほぼ通常 
医療的ケア 必要に応じて 必要に応じて 必要に応じて ほぼ通常 
洗濯 使い捨て対応 必要最低限 必要最低限 ほぼ通常 
シーツ交換 汚れた場合 順次、部分的に交換 順次、部分的に交換 ほぼ通常 

（注）濃厚接触者に対しては、感染防止に留意した上でケア等を実施。 
 
(７) 過重労働・メンタルヘルス対応 
＜労務管理＞ 

 勤務可能な職員をリストアップし、調整する。 
 職員の不足が見込まれる場合は、早めに応援職員の要請も検討し、可能な限り長時間労働を予防する。 
 勤務可能な従業員の中で、休日や一部の従業員への業務過多のような、偏った勤務とならないように配慮を行う。 
 施設の近隣において宿泊施設、宿泊場所の確保を考慮する。 

＜長時間労働対応＞ 
 連続した長時間労働を余儀なくされる場合、週１日は完全休みとする等、一定時間休めるようシフトを組む。 
 定期的に実際の勤務時間等を確認し、長時間労働とならないよう努める。 
 休憩時間や休憩場所の確保に配慮する。 

＜コミュニケーション＞ 
 日頃の声かけやコミュニケーションを大切にし、心の不調者が出ないように努める。 
 風評被害等の情報を把握し、職員の心のケアに努める。 

＜相談窓口＞ 
 施設内又は法人内に相談窓口を設置するなど、職員が相談可能な体制を整える。 
 自治体や保健所にある精神保健福祉センターなど、外部の専門機関にも相談できる体制を整えておく。 
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(８) 情報発信 
＜関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応＞ 

 法人内で公表のタイミング、範囲、内容、方法について事前に方針を決めておく。 
 公表内容については、入所者・家族・職員のプライバシーへの配慮が重要であることを踏まえた上で検討する。取材

の場合は、誰が対応するかをあらかじめ決めておく。複数名で対応にあたる場合も、対応者によって発信する情報が
異ならないよう留意する。 

 入所者・家族・職員が、報道を見て初めてその事実を知ることがないように気をつける。発信すべき情報については
遅滞なく発信し、真摯に対応する。 
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３－３．新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応等（通所系） 

 

 
 

０．平時対応 
（１）体制構築・整備（様式１） 

 全体の意思決定者、各業務の担当者（誰が、何をするか）を決めておき、関係者の連絡先、連絡フローの整理を
行う。 

 
（２）感染防止に向けた取組の実施 

 新型コロナウイルス感染症に関する最新情報（感染状況、政府や自治体の動向等）の収集、手指消毒・換気等
の基本的な感染症対策の実施、職員・利用者の体調管理、事業所内出入り者の記録管理、人事異動・連絡先
変更の反映を行う。（３－５．感染防止に向けた取組 参照） 

 
（３）防護具、消毒液等備蓄品の確保 

 個人防護具、消毒剤等の在庫量・保管場所の確認を行う。感染が疑われる者への対応等により使用量が増加した
場合に備え、普段から数日分は備蓄しておくことが望ましい。 
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（４）研修・訓練の実施 
 作成した BCP を関係者と共有し、平時から BCP の内容に関する研修、BCP の内容に沿った訓練（シミュレーショ
ン）を行う。 

 
（５）BCP の検証・見直し 

 最新の動向や訓練等で洗い出された課題を BCP に反映させるなど、定期的に見直しを行う。 
 
1. 感染疑い者の発生 

 送迎に当たっては、送迎車に乗る前に、利用者・家族又は職員が利用者の体温を計測し、発熱が認められる場合
には、利用を断る取扱いとする。 

 利用者に息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱等の強い症状や、発熱、咳、頭痛などの比較的
軽い風邪症状等が確認された場合、速やかに新型コロナウイルス感染症を疑い対応する。 

 また、初期症状として、嗅覚障害や味覚障害を訴える患者がいることが明らかになっており、普段と違うと感じた場
合には、速やかに医師等に相談する。 

 職員は、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底し、感染が疑われる場合は主治医や地域
で身近な医療機関、受診・相談センター等に電話連絡し、指示を受けること。 

 
2. 初動対応 

(１) 第一報（様式２） 
＜管理者へ報告＞ 

 感染疑い者が発生した場合は、速やかに管理者等に報告する。 
＜地域で身近な医療機関、受診・相談センターへ連絡＞ 

 主治医や地域で身近な医療機関、あるいは、受診・相談センターへ電話連絡し、指示を受ける。 
 電話相談時は、通所利用者である旨や、症状・経過など、可能な限り詳細な情報を伝える。 

＜事業所内・法人内の情報共有＞ 
 状況について事業所内で共有する。その際、他の利用者や職員に体調不良者がいないか確認する。（様式３） 

＜指定権者への報告＞ 
 指定権者に状況について電話で報告する。 

＜居宅介護支援事業所への報告＞ 
 当該利用者を担当する居宅介護支援事業所に情報提供を行い、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用

者支援の観点で必要な対応がとられるよう努める。 
 また、当該利用者が利用している他サービス事業者への情報共有を依頼する。 
 早急に対応が必要な場合などは、当該利用者が利用している他サービス事業者への情報共有を速やかに行う。 
 電話等で直ちに報告するとともに、必要に応じて文書にて詳細を報告する。 

＜家族への報告＞ 
 状況ついて当該利用者家族へ報告する。その際、利用

者の状態や症状の経過、受診・検査の実施等の今後
の予定について共有するよう心がける。 

 
 
 

【ポイント】 
 報告ルート、報告先、報告方法、連絡先等を

事前に整理しておくことが重要。 


